
かつ、公正な選挙を執行するため、定期委員会及び必要に応じ臨時委員会を開催し、選挙  ６月、９月、１２月、３月各月の１日に、選挙人名簿への登録・抹消及び調整を行うための委員会を開催
執行の基本となる選挙人名簿を調製する。また、県議会議員一般選挙及び参議院議員通常選挙並びに市議会 する。そのため、事前に新規登録者及び抹消者等の資料を作成する。
議員一般選挙において、選挙時における必要事項の決定を行い、その任務を遂行する。 当該年度 それ以外の月は、在外選挙人名簿への新規登録者及び抹消者等の調整。
基幹システムの更新に伴い、令和４年１月１日の稼働に向けて選挙システムを整備する。 執行計画 引き続き投票区の見直しを行う。

(3)事業内容 内　　容 新規選挙システムの事業選定を行う。　

選挙の執行・管理及び選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議 想定値 100当該年度
決件数 単位 %

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 住民の選挙権を適正に行使させるため、選挙人名簿等の調製を行なう。また、選挙時における必要事項等の決定を行なう。 直接 選挙の執行、選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議決件数 ％ 100 100

令和 4年度 住民の選挙権を適正に行使させるため、選挙人名簿等の調製を行なう。また、選挙時における必要事項等の決定を行なう。 直接 選挙の執行、選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議決件数 ％ 100

令和 5年度 住民の選挙権を適正に行使させるため、選挙人名簿等の調製を行なう。また、選挙時における必要事項等の決定を行なう。 直接 選挙の執行、選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議決件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報酬 2,520 委員報酬 2,520 2,520 委員報酬 2,520 委員報酬 2,520
旅費 27 旅費 38 1 旅費 32 旅費 32
交際費 5 交際費 5 0 交際費 5 交際費 5
需用費 142 需用費 164 133 需用費 138 需用費 138
委託料 119 委託料 536 535 委託料 1,585 委託料 1,585
使用料及び賃借料 889 使用料及び賃借料 2,174 2,104 使用料及び賃借料 4,521 使用料及び賃借料 4,521
備品購入費 935 備品購入費 935 960 備品購入費 935 備品購入費 935

実施内容 負担金及び交付金 78 負担金及び交付金 46 49 負担金及び交付金 78 負担金及び交付金 78

(8)施行事項
費　　用 ＊ 新規選挙システムの導入に向けた検討 0

【債務負担　１年目】Ｒ２～Ｒ８
・事業者選定
・基本設計
・詳細設計
・環境構築
リースの債務負担額　44,886千円
Ｒ３年１２月～Ｒ８年１１月（６０回）

予算(決算)額 合　　計 4,715 合　　計 6,418 6,302 合　　計 9,814 合　　計 9,814
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 10 補助率 0 ％ 10 0 補助率 0 ％ 10 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,705 6,408 6,302 9,804 9,814

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0 0
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,760 9,533 9,417 9,814 9,814
(11)単位費用

77.6千円／% 95.33千円／% 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

委員会は、地方自治法に基づく必置機関であるとともに、国政選挙・地方選挙・その他直接請求等の事務の執行は、公職 ●①事前確認での想定どおり
選挙法により明確化されている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定例委員会及び各選挙に伴う臨時委員会を開催した。法定事業に関する議案を提出して採択を受けた後、告示などを適切
に行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定事務のため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定例委員会及び各種選挙における臨時委員会を予定どおり開催し、提出議案に対
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

して採択を受けた後、告示等を適切に行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,533 △1,773 9,417 98.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.05

％ 10万円 1.06 99.06

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 995 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 委員会事務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 選挙管理委員会の運営事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,565 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,533 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

公正な選挙の執行・管理及び選挙人名簿の調製
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

選挙権を保障し、



るい選挙推進協議会」が主体となり、平時においては選挙の大切さをＰＲ及び ・５月：明るい選挙推進協議会総会
お金のかからない選挙の実現に向けた啓発活動を推進し、選挙実施時においては投票率の向上に向けた啓発 ・８月：あびこかっぱ祭りでの啓発活動
活動を行う。また、平成２８年６月より選挙権年齢が１８歳以上に引き下げとなったことから市内の大学及 当該年度 ・１０月：産業まつりでの啓発活動
び高校と連携し若年層を取り入れていくことで組織の活性化へ向けた事業を行う。 執行計画 ・県主催による研修等への参加　・選挙時における臨時啓発

(3)事業内容 内　　容 ・近隣市町村との交流（若年層との交流）
・市内の高校と連携して主権者教育を行う
会全体としての事業活動への参加率 想定値 60当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 組織の活性化を図り、啓発活動等主催事業への参加率を向上させる。 直接 会員の啓発活動等の主催事業への参加率 ％ 60 70

令和 4年度 組織の活性化を図り、啓発活動等主催事業への参加率を向上させる。 直接 会員の啓発活動等の主催事業への参加率 ％ 75

令和 5年度 組織の活性化を図り、啓発活動等主催事業への参加率を向上させる。 直接 会員の啓発活動等の主催事業への参加率 ％ 80

会員はすべてボランティア活動のため、事業全部に参加することは難しいが、できる限り多くの人が参加できるよう環境を整え
(7)事業実施上の課題と対応 る。また、構成員の地域構成に偏りがあるため平均化を図るとともに、構成員が高齢化する中、若い世代の加入率の向上を目指 代替案検討 ○有 ●無

す。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 103 報償費 103 59 報償費 103 報償費 103
需用費 100 需用費 100 0 需用費 100 需用費 100
負担金及び交付金 200 負担金及び交付金 200 124 負担金及び交付金 200 負担金及び交付金 200
市内高校への主権者教育 市内高校への主権者教育 0 市内高校への主権者教育 市内高校への主権者教育
・出前講座 ・出前講座 0 ・出前講座 ・出前講座
・模擬選挙の実施 ・模擬選挙の実施 0 ・模擬選挙の実施 ・模擬選挙の実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 403 合　　計 403 183 合　　計 403 合　　計 403
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 403 403 183 403 403

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.29 0.29 0.29 0 0
正職員人件費 2,523 2,581 2,581 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,926 2,984 2,764 403 403
(11)単位費用

48.77千円／％ 49.73千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　本協議会の長年にわたる地道な活動により、不正のない明るい選挙が定着してきている。また、各種選挙時の投票率向 ●①事前確認での想定どおり
上のために貢献し、健全な民主主義の発展に寄与している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　今後も更に啓発活動を推進し、若年層の選挙に対する関心を高め、投票率の向上を目指していくために必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策から全体会議及び街頭啓発を中止した。会員自身の身近で地道な活動を行って
いく。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙の時期にだけ行われる「臨時啓発」は、投票率の向上や

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 選挙犯罪防止を図る効果はありますが、国民の政治意識の向
□その他 　促進された 上を図るためには臨時啓発だけではなく、普段から継続して

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 行っていく「常時啓発」が必要であることから、市が事務局
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された の役割を担うべきと考えるため。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内のイベントにおいて、委員会と協働で啓発活動を行って 選挙時啓発においては、白ばら新聞の編集作業を行った。投 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り いる。 票所へお越しの際には、筆記用具持参を呼び掛けた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている チラシなどを極力配布しないように努めている。啓発物資に 啓発物資については、チラシなど、すぐにゴミとして捨てら ●①想定どおり
□②生き物と共存している ついては、環境にやさしいものを選定している。 れてしまうような物は極力避けて、環境に配慮した啓発物資 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している を選定するように努めた。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60 70 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策から全体会議及び街頭啓発を中止した
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

ため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,984 △58 2,764 92.63
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策から全体会議

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 及び街頭啓発を中止したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.35

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 996 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 選挙啓発活動 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 明るい選挙推進協議会活動への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,984 千円 (うち人件費 2,581 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

啓発活動の在り方及び協議会の活性化への支援
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

ボランティア団体である「明



施行を的確に行い、急な解散による選挙において
施策目的・

(2)目的 事業目的 も過誤のない適正な選挙を実施する。
展開方向

令和３年１０月２１日任期満了となる衆議院議員総選挙を執行する。 解散後
・投・開票事務に伴う書類及び資料の作成

当該年度 ・選挙に伴う臨時委員会の開催
執行計画 ・期日前・不在者・当日の投票及び開票事務の執行管理

(3)事業内容 内　　容

執行計画に基づき適正な管理執行 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公職選挙法に基づき、適正且つ迅速な選挙を執行及び多くの有権者による投票を期待する。 間接 選挙事務（投開票事務）における適正な管理執行 ％ 100 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

急な解散による選挙となり、事務従事者の確保が困難となることが予想され、執行日の周知及び職員等への委嘱を早めに行うな
(7)事業実施上の課題と対応 ど、協力体制を強化する必要がある。また、明るい選挙推進協議会と連携して投票率の低下を防ぐことができるよう地道な啓発 代替案検討 ○有 ●無

活動を行っていく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 4,622 4,620
職員手当 14,384 14,374
報償費 33 33
旅費 0 0
需用費 2,290 2,288
役務費 6,986 6,986
委託料 6,712 6,711

実施内容 使用料及び賃借料 2,346 2,346
工事請負費 107 107

(8)施行事項
費　　用 備品購入費 1,656 1,656

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 39,136 39,121 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 46,068 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 △6,932 39,121 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 1.8 1.8 0 0
正職員人件費 0 16,020 16,020 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 55,156 55,141 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 551.56千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

衆議院議員の任期が令和３年１０月２１日において満了となるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

解散総選挙を令和３年１０月３１日に執行した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙執行時の投・開票事務については、執行機関として業務

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理・執行を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 55,156 △55,156 55,141 99.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

人件費の抑制に努めた。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 人件費の支出が抑制されたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

％ 10万円 0.18 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2255 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 衆議院議員総選挙 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 衆議院議員総選挙の管理・執行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 62,088 千円 (うち人件費 16,020 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 55,156 千円 (うち人件費 16,020 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

民主主義の基盤である選挙が公正に行われるよう、法令の



る。
展開方向

令和３年４月４日で任期満了となる千葉県知事選挙を執行する。 ４月
・選挙の執行後において、次の選挙に向けた選挙用品の整理を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

執行計画に基づき適正な管理執行 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 選挙事務（投開票事務）における適正な管理執行 直接 選挙事務（投開票事務）における適正な管理執行 ％ 100 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

年度末の選挙であること。
(7)事業実施上の課題と対応 投票日が３月下旬で決定されると投票後における選挙用品の整理が完了しないことから、会計年度任用職員雇用を延長する必要 代替案検討 ○有 ●無

がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 6,116 報酬 260 149
職員手当 14,911 旅費 13 2
報償費 97
旅費 108
需用費 3,792
役務費 6,742
委託料 6,450

実施内容 使用料及び賃借料 2,881
工事請負費 120

(8)施行事項
費　　用 備品購入費 2,658

予算(決算)額 合　　計 43,875 合　　計 273 151 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 43,875 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 273 151 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.8 0 0 0 0
正職員人件費 15,660 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 59,535 273 151 0 0
(11)単位費用

595.35千円／％ 2.73千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

千葉県知事の任期が令和３年４月４日において満了となるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

任期満了による千葉県知事選挙を令和3年3月21日に執行した

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙実行時の投・開票については、執行機関として業務を行

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 う必要があるため
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理・執行を行った
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 273 59,262 151 55.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

人件費の抑制に努めた。

99.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 人件費の支出が抑制されたため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 36.63

％ 10万円 66.23 180.81

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。 ３年後に実施予定

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2256 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 千葉県知事選挙 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 千葉県知事選挙の管理・執行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 273 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

民主主義の基盤である選挙が公正に行われるよう、法令の施行を的確にし、過誤のない適正な選挙を実施す
施策目的・

(2)目的 事業目的


